
交通の担い手である運転手や整備士、船員や造船等の技術者の高齢化や技能者不足の状況に鑑み、
運輸業・観光業等における人材確保・育成に向けて、若年労働者や女性活躍の場に関する関係業界の
取組を支援・推進しています。

　セミナーの開催やガイドライン策定などを
通じ女性が働きやすい職場環境づくりの普及
促進の取組を支援しています。

運輸・観光における女性の活躍促進

　高等学校等を訪問し、運転手・整備士の魅
力について PRしています。
　将来の自動車整備士を目指してもらうため、
「子ども整備士体験」の取組を実施しています。

自動車運転手・自動車整備士

　小・中学生や工業高校生等を対象とした海
事産業見学会、水産系高校生のフェリーでの
インターンシップ、船員就職希望者への船員
就業フェアなどを開催しています。

海事産業の次世代人材育成

　将来の「物流業界」を担う人材発掘に繋げ
るため大学や物流業界と連携し、物流講座や
特別課外授業（座学・施設見学・事業者と学
生の意見交換会）を行っています。

物流人材育成

　「働きやすい職場認証制度」により、運転者
への就職を促進するとともに、より働きやす
い労働条件・労働環境の実現を図っています。
また、トラック運送業における取引の適正化
を通じた運転者の労働条件の改善を図るため、
「標準的な運賃」制度の普及・促進に取り組ん
でいます。

トラック運転者の労働環境整備

認証マーク

子 ど も
整備士体験

海事産業
見 学 会

大学での
物流講座

人材確保と生産性の向上
地域を支える産業の担い手の確保・育成等

AI 分析や需要予測に
より、効率的な車両の
配車、運行ルートの設
定等をリアルタイムに
行うサービス

AIオンデマンド交通
いろいろなモビリティサービス

時速 20km未満で走る
４人乗り以上の
電動モビリティ

　誰にとっても利用しやすくデザインするという考え方（ユニバーサルデザイン）を踏まえた総合的
なバリアフリー施策を推進しています。

バリアフリー教室

 鉄道駅のバリアフリー化

●バリアフリー法の基本方針における目標達成に向け、自治体、交
通事業者をはじめとする施設設置管理者等と連携し、バリアフ
リー化を推進

施設・車両等のバリアフリー化

●高齢者・障がい者の疑似体験・介助体験を行う「バリアフリー教室」
を通じ、誰もがごく自然にサポートできる共生社会の実現

心のバリアフリー

●市町村が策定するバリアフリーマスタープランや基本構想の推進
のため、関係法令や補助制度について情報提供を実施

地域における重点的・一体的なバリアフリー化

●他の国の機関や自治体と連携して「移動等円滑化評価会議九州分
科会」を設置し、現状・課題の評価を実施
●九州各県のバリアフリーツアーセンターによる「九州ユニバーサ
ルツーリズム広域ネットワーク連絡会」を設置し、ツアーセンター
相互の情報共有、ネットワーク化を推進

各機関との連携した取組

　近年、最先端技術を活用した新しいモビリティサービスが誕生しています。これからの公共交通体
系を描く上では、既存のサービスに加え、新たなサービスを地域のニーズに合わせて組み込んでいく
必要があります。このような新サービスの導入支援を行っています。

最先端技術を生かした新モビリティサービス導入の推進

バリアフリー施策の推進

 

　持続可能性の観点からは、交通分野においても環境への配慮が重要です。2050年カーボンニュー
トラルの実現するため、九州運輸局においても、「国土交通グリーンチャレンジ（令和３年７月）」に
記載された施策・プロジェクトの実行に取り組んでいきます。
次世代自動車の普及促進

新たな課題への挑戦　―運輸分野におけるカーボンニュートラルの実現―

 

持続可能な地域公共交通の実現

グリーンスローモビリティ

概要 市場に導入された初期段階で、価格高騰期にあり、
積極的な支援が必要

燃料電池タクシー、電気バス、プラグインハイブリッド
バス、超小型モビリティ

電気タクシー、電気トラック（バン）、プラグインハイブ
リッドタクシー

ハイブリッドバス、天然ガスバス、ハイブリッドトラック、
天然ガストラック

車種ラインナップが充実し競争が生まれ、通常車両
との価格差が低減

通常車両との価格差がさらに低減し、本格的普及
の初期段階に到達（支援の最終段階）

補助
上限 車両・充電設備等価格の 1／ 3 車両・充電設備等価格の 1／ 4～ 1／ 5 通常車両との差額の 1／ 3

対象
車両

【第Ⅰ段階】 【第Ⅱ段階】 【第Ⅲ段階】
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九州運輸局の主な業務内容
総 務 課
人 事 課
会 計 課
安全防災・危機管理課
広 報 対 策 官

交 通 企 画 課
環 境 ・ 物 流 課
バリアフリー推進課

観 光 企 画 課
国 際 観 光 課
観 光 地 域 振 興 課

計 画 課
技 術 ・ 防 災 課
安 全 指 導 課
鉄 道 安 全 監 査 官

旅 客 第 一 課
旅 客 第 二 課
貨 物 課
自 動 車 監 査 官

管 理 課
整 備 課
保 安 ・ 環 境 課
技 術 課

旅 客 課
貨 物 課
港 運 課
船 舶 産 業 課
船 員 労 政 課

監 理 課
船 舶 安 全 環 境 課
船 員 労 働 環 境 課
海 技 資 格 課
運 航 労 務 監 理 官
船 舶 検 査 官
船 舶 測 度 官
海 技 試 験 官
外 国 船 舶 監 督 官

総合調整、情報公開
職員の人事
予算・財産関係
安全・防災・危機管理
広報

交通政策全般
交通環境対策、物流、倉庫業
バリアフリー推進、行政相談

総合企画調整、受入環境整備
国際観光振興
観光地域づくり

鉄軌道事業の許認可
施設の許認可・検査・監査
事故の調査分析・再発防止
鉄軌道事業の監査・指導

バスの許認可
タクシーの許認可
トラックの許認可
自動車運送事業の指導監督

自動車の登録
自動車の点検整備
運送事業の安全対策
自動車の基準緩和認定

旅客航路事業の許認可
内航海運業の登録
港湾運送事業の許認可
造船業関係、モーターボート競争
船員の職業紹介

船舶の登録及び油賠法事務
船舶・船用品の検査事務
船員の労働条件の届出
海技免状の交付
船舶・船員の監督・監査・指導
船舶・船用品の検査・審査
船舶の総トン数の測度
海技士国家試験
外国船舶の監督

……………
……………
……………
……………
……………

……………
……………
……………

……………
……………
……………

……………
……………
……………
……………

……………
……………
……………
……………

……………
……………
……………
……………

……………
……………
……………
……………
……………

……………
……………
……………
……………
……………
……………
……………
……………
……………

総 務 部

交通政策部

観 光 部

鉄 道 部

自動車交通部

自動車技術安全部

海事振興部

海上安全環境部

自動車検査登録事務所

自動車の検査、登録
海運事業監督、
船舶の検査・登録、

船員の雇用・労働環境施策

運 輸 支 局 海事事務所
交通・観光施策、運輸事業監督、
自動車・船舶の検査・登録、
船員の雇用・労働環境施策

物流効率化の取組
物流産業における労働力不足を背景として、輸送や保管、荷捌き、流通加工を事業者間で連携し
て一体的に行うなど物流分野における省力化を支援しています。

連節バス 自動運転車両 世界初の大型フェリーの
無人運航実証船「それいゆ」

LNG燃料コンテナ船 拠点A：ブロック製造

生産管理
システムの統合
生産管理

システムの統合

拠点B：組立、艤装

　運転手や船員不足対策の一環として、一度に大量の人を運ぶことができる「連節バス」や「自動
運転（操縦）技術を活用した車両（船舶）」を導入する際の技術的指導や認定を行っています。

生産性向上のための新型車両・船舶の導入

　造船業・海運業の競争力強化・生産性向上、船員の働き方改革等を目指す「海事産業強化法（令
和3年5月公布）」に基づき、共同事業の実施や事業再編、生産体制の見直し、次世代新技術の開発
の支援や、内航海運の取引環境改善など、海事産業全体で好循環を生み出すための取組を推進して
います。　

海事産業における生産性向上の支援

生産性向上の支援
　新型車両・船舶の開発、導入支援や生産体制の見直し、物流効率化など生産性向上の各種支援を行っ
ています。

【事業内容】 
大麦の穀物専用ダンプ車両を
使用した陸上輸送（距離約
500 ㎞）から、20ft 海上コ
ンテナと同サイズの改造専用
コンテナを使用したコンテナ
船での海上輸送へモーダルシ
フトを行う

【効　　果】 
トラックドライバーの長時間
労働の抑制に寄与している

【令和３年度事業例】大麦輸送のモーダルシフト

事業実施前

事業実施後

キリンビール福岡工場

キリンビール福岡工場 北九州港 神戸港

キリンビール岡山工場

キリンビール岡山工場

大規模ロット対応、新鋭技術の搭載
など船主のニーズに対応

＜共同での設計・営業・建造＞
拠点ごとの役割を明確化し、複数拠点を一体運用

＜生産体制の抜本見直し＞

人材確保と生産性の向上
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